
○少子高齢化の進行は社会に大きな影響を及ぼし、我が国社会全体の根幹を揺るがしかねない「有事」とも言うべき危機的な状況。

〇児童虐待の相談対応件数や不登校の件数が過去最多となり、更にコロナ禍によりこどもや若者、家庭をめぐる様々な課題が深刻化。

こども政策の推進に係る有識者会議 報告書【概要】
Ⅰ．はじめに（こどもと家庭を取り巻く現状）

１．こどもの視点、子育て当事者の視点に立った政策立案

２．全てのこどもの健やかな成長、Well‐beingの向上

３．誰一人取り残さず、抜け落ちることのない支援

４．こどもや家庭が抱える様々な複合する課題に対し、制度や組織による縦割りの壁、年度の壁、年齢の壁を克服した切れ目ない包括的な支援

５．待ちの支援から、予防的な関わりを強化するとともに、必要なこども・家庭に支援が確実に届くようプッシュ型支援、アウトリーチ型支援に転換

６．データ・統計を活用したエビデンスに基づく政策立案、ＰＤＣＡサイクル（評価・改善）

Ⅱ．今後のこども政策の基本理念

Ⅲ．今後取り組むべきこども政策の柱と具体的な施策

１．結婚・妊娠・出産・子育てに夢や希望を感じられる社会を目指す

〇若い世代の結婚や妊娠への不安や障壁の解消

〇子育てや教育に関する経済的負担の軽減

〇妊娠前から妊娠・出産に至る支援の充実

〇産前産後から子育て期を通じた切れ目のない支援

〇地域子育て支援

〇家庭教育支援

〇妊産婦やこどもの医療

〇女性と男性がともにキャリアアップと子育てを両立できる環境整備

２．全てのこどもに、健やかで安全・安心に成長できる環境を提供する

〇就学前のこどもの成長の保障、幼児教育・保育の確保と質の向上

〇全てのこどもたちの可能性を引き出す学校教育の充実

〇多様な体験活動の機会づくり

〇居場所づくり

〇こどもの安全を確保するための環境整備

〇思春期から青年期・成人期への移行期にある若者への支援

〇自らの心身の健康等についての情報提供やこころのケアの充実

〇こどもの可能性を狭める固定的性別役割分担意識の解消、

固定観念の打破

〇こどもが安全に安心してインターネットを利用できる環境整備

〇こども政策の対象分野は多岐にわたり必ずしも網羅できているものではなく、あくまで当会議の議論を踏まえ整理したもの。今後、更に議論が深められるべき。
〇政府において、運用改善等はできる限り速やかに、また、新たな予算・制度が必要なものは実現に向け最大限の努力を求めたい。
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Ⅲ．今後取り組むべきこども政策の柱と具体的な施策（続き）

３．成育環境にかかわらず、誰一人取り残すことなく健やかな成長を

保障する

〇児童虐待防止対策の更なる強化

〇社会的養護を必要とするこどもに対する支援の充実

〇社会的養護経験者や困難な状況に置かれた若者の自立支援

〇こどもの貧困対策

〇ヤングケアラー対策

〇ひとり親家庭への支援

〇障害児支援の充実

〇いじめ・不登校対策

〇自殺対策

〇非行少年の立ち直り支援

４．政策を進めるに当たって共通の基盤となるもの

〇児童の権利に関する条約の精神に則ったこどもの人権・権利の保障

〇必要な支援を必要な人に届けるためのプッシュ型の情報発信や

アウトリー チ型・伴走型の支援

〇関係機関・団体の連携ネットワークの強化（子ども・若者支援

地域協議会と要保護児童対策地域協議会の有効活用等）

〇こども・家庭に関する教育・保健・福祉などの情報を分野横断的に

把握し、支援につなげるためのデータベースの構築

〇こどもや家庭の支援に関わる人材の確保・育成、ケア

〇安定的な財源確保と十分な人員体制の確保

Ⅳ．政策の⽴案・実施・評価におけるプロセス

〇こどもや若者、子育て当事者からの意見聴取・反映、

分かりやすい情報提供、親しみやすい広報、

意見が反映される過程や成果の見える化、フィードバックなど、

こどもの視点、子育て当事者の視点に立った政策の推進

〇地方自治体の先進的な取組の横展開や制度化、国と地方自治体

の間での人事交流の推進、国と地方自治体の定期的な協議の場の

設置等による地方自治体との連携強化

〇地域で支援活動を行う民間団体（NPO等）や民生・児童委員、

青少年相談員、保護司等とのネットワークの強化、民間団体等

との積極的な対話・連携・協働、民間人の積極的な登用等

〇こどもや若者の置かれている状況や課題を的確に分析し、政策

効果を明らかにした上での、データ・統計を活用したエビデンスに

基づく政策立案と実践、評価


